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2地方自治体におけるAI・RPAの実証実験・導入状況等調査の概要

◼ 地方公共団体におけるAI・RPAの導入の進捗状況を把握するため、1,788の都道府県･市区町村に

対して、AI・RPA導入状況等に関するアンケート調査を実施。

◼ 総務省から省内の一斉・通知調査・照会システムを使用し、都道府県・市区町村の情報通信部局等

に対して照会。

◼ 本調査は平成30年から実施しており、令和７年度は令和７年10月31日時点における導入状況等

を調査（調査時期：令和７年10月31日～同年11月28日）

◼ 本アンケート調査については、1,788団体のうち、1,788団体（100％）から回答があった。

【留意事項】

AIに関する調査は、以下の通り。

・本調査におけるAIは生成AIを含まない。生成AIについては、「地方自治体における生成AIの実証実験・導入状
況等調査」で実施している。

・本資料のP8、P9、P14、P16、P17における回答対象は「導入済」「実証実験中」と回答した団体。

回答率は以下のとおり。

令和７年度において、「導入済」又は「実証実験中」と回答した団体（計1,161団体）のうち回答があった団体（1,138団体）（回答率98.0％）。

令和６年度において、「導入済」又は「実証実験中」と回答した団体（計1,094団体）のうち回答があった団体（1,068団体）（回答率97.6％）。

令和５年度において、「導入済」又は「実証実験中」と回答した団体（計961団体）のうち回答があった団体（948団体）（回答率98.6％）。



3地方自治体におけるAI・RPAの導入状況（AI導入状況）

⚫ AIの導入済団体数の割合は、都道府県が98％、指定都市が100%となった。その他の市区町村は62％となり、実
証中、導入予定、導入検討中を含めると約80%がAIの導入に向けて取り組んでいる。

総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和４年12月31日現在）
総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和５年12月31日現在）
総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和６年12月31日現在）
総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和７年10月31日現在）

総務省自治行政局行政経営支援室「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（平成30年11月1日現在）
総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和２年2月28日現在）
総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和２年12月31日現在）
総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和３年12月31日現在）
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各凡例のうち、調査時の選択肢と
異なるものは以下のとおり。
（「凡例←調査時の選択肢」の形
式で記載）
「実証中」←「実証実験中」
「導入予定」←「導入検討中（導
入予定あり）」
「導入検討中」←「導入(実証実
験も含む)予定はないが、首長レ
ベルで検討している」と「導入
(実証実験も含む）予定はないが、
幹部レベルで検討している」と
「導入(実証実験も含む)予定はな
いが、担当課レベルで検討してい
る」を合算したもの

都道府県の令和７年度導入状況に
ついて、令和６年度「導入済」と
回答していた山形県が、「導入予
定もなく、検討もしていない」に
変更しています。

山形県は令和６年度は「Notta」
という製品を「AI会議録作成支援
システム」として導入していると
回答していました（回答は1件の
み）。
しかし、令和７年度はNottaを生
成AIの調査にて回答しています。
これは、Nottaが生成AIによる機
能拡張（文字起こし後の要約な
ど）を実施したことに伴い、製品
分類が変更されたためと推測され
ます。

※平成30年度の「導入済」には「実証
中」を含む
※割合は四捨五入しており、合計が
100％にならないものがある

全体に占める％,
団体数

[設問１] ＡＩの導入（実証実験も
含む）状況 【公表項目（選択肢１，
２を選択した団体のみ）】

【回答対象】全団体



4地方自治体におけるAI・RPAの導入状況（RPA導入状況）

⚫ RPAの導入済団体数の割合は、都道府県が98％、指定都市が100％となった。その他の市区町村は44％となり、
実証中、導入予定、導入検討中を含めると約62%がRPAの導入に向けて取り組んでいる。

総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和４年12月31日現在）
総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和５年12月31日現在）
総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和６年12月31日現在）
総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和７年10月31日現在）

総務省自治行政局行政経営支援室「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（平成30年11月1日現在）
総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和２年2月28日現在）
総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和２年12月31日現在）
総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和３年12月31日現在）

※平成30年度の「導入済」には「実証
中」を含む
※割合は四捨五入しており、合計が
100％にならないものがある
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都道府県の令和６年度の「実
証中」「導入の検討を行った、
または実証実験を実施したが
導入には至らなかった」団体
は以下のとおり。
「実証中」：佐賀県
「導入の検討を行った、また
は実証実験を実施したが導入
には至らなかった」：熊本県

また、都道府県の令和７年度
の「6 導入(実証実験も含む)予
定はないが、担当課レベルで
検討している」団体は以下の
とおり。
「6 導入(実証実験も含む)予定
はないが、担当課レベルで検
討している」：熊本県

[設問１] ＲＰＡの導入（実証実験
も含む）状況 【公表項目（選択肢
１，２を選択した団体のみ）】

【回答対象】全団体
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⚫ AI・RPAの導入済団体数は、令和７年10月時点で1,215団体（68.0％）となっている。

⚫ AIのみの導入が393団体（22.0％）、RPAのみの導入が84団体（4.7％） 、いずれも導入している団体が738
団体（41.3％）となっている。

地方自治体におけるAI・RPAの導入状況（AI・RPA導入状況まとめ）

1,215団体,
68.0％

団体数，
全体に占める％

総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和７年10月31日現在）

[設問１] ＡＩの導入（実証実験も含む）
状況 【公表項目（選択肢１，２を選択
した団体のみ）】

[設問１] ＲＰＡの導入（実証実験も含
む）状況 【公表項目（選択肢１，２を選
択した団体のみ）】

【回答対象】全団体

※全団体からの回答を取りまとめたもの。
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  ・   ・    導入状況

             

                

                   

                         

⚫ AI・RPA ・生成AIの導入済団体数は、令和７年10月時点で1,322団体（74.0％）となっている。

⚫ AIのみの導入が197団体（11.0％）、RPAのみの導入が48団体（2.7％） 、生成AIのみ導入が107団体
（6.0％） 、いずれも導入している団体が513団体（28.7％）となっている。

地方自治体におけるAI・RPAの導入状況（AI・RPA・  AI導入状況まとめ）

1,322団体,
74.0％

団体数，
全体に占める％

総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和７年10月31日現在）

【回答対象】全団体

※全団体からの回答を取りまとめたもの。
※割合は四捨五入しており、合計が100％にならない。



7

◼ 会議録作成、多言語翻訳音声認識

◼ AI-OCR（申請書読取、調査票読込、アンケート読込）文字認識

【業務ツール】

◼ 国保特定健診の受診勧奨、国民健康保険レセプト内容点検、戸籍業務における知識
支援、乗合タクシーの経路最適化

最適解

表示

◼ 次年度予算額の最適値推定、観光客入込状況の予測数値予測

◼ 保育所入所マッチング等マッチング

◼ 道路損傷検出、固定資産(住宅)調査、歩行者・自転車通行量の自動計測
画像・

動画認識

地方自治体のAIの機能別導入状況（分類）

【業務効率化】

◼ 住民問い合わせ対応、庁内ヘルプデスク対応、観光情報提供
チャット

ボット

【情報提供】
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地方自治体のAIの導入状況 ～AIの機能別導入状況～①

⚫ 「音声認識」(967件)の導入件数が最も多く、AI-OCR等が該当する「文字認識」(629件)が２番目に多かった。

業務ツール

情報提供

業務効率化

総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和５年12月31日現在）
総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和６年12月31日現在）
総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和７年10月31日現在）

※ 「導入済」「実証中」と回答した団体を対象に調査し、回答があった各自治体からの複数回答をとりまとめたもの。
※「その他」には「音声合成」や「翻訳」等が含まれる。

[設問 10・11] 具体的な導入機能
【公表項目】

【回答対象】
導入済、実証実験中

の団体

チャットボットは減少の要因として、
AIの利用を中止し生成AIへ移行
したためとの回答が見られた。

「音声認識」と、注釈で記載の「音
声合成」・「翻訳」は以下のように
機能が異なります。
「音声認識」：人の発話などの音
声データをテキストデータに変換す
る機能
「音声合成」：テキストデータを人
が話しているような自然な音声デー
タに変換する機能
「翻訳」：ある言語のテキストや音
声を別の言語のテキストや音声に
変換する機能



9地方自治体のAIの導入状況 ～AIの機能別導入状況～②

⚫ AIの機能別導入状況を自治体類型別（都道府県・指定都市・その他の市区町村）でそれぞれ経年比較すると以下
のとおりとなる。

⚫ 都道府県では「チャットボットによる応答」が、指定都市・その他市区町村では「音声認識」が最も多かった。

都道府県 指定都市 その他市区町村

総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和５年12月31日現在）
総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和６年12月31日現在）
総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和７年10月31日現在）
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※ 「導入済」「実証中」と回答した団体を対象に調査し、回答があった各自治体からの複数回答をとりまとめたもの。
※「その他」には「音声合成」や「翻訳」等が含まれる。

[設問 10・11] 具体的な導入機能
【公表項目】

【回答対象】
導入済、実証実験中

の団体



10地方自治体のAIの導入に向けた課題①

⚫ 「取り組むための人材がいない又は不足している」の回答が826件で最も多く、「取り組むためのコストが高額であり予算
を獲得するのが難しい」（642件）、「導入効果が不明」（571件）の順に多かった。

⚫ 「導入効果が不明」、「どのような業務や分野で活用できるかが不明」、「AIの技術を理解することが難しい」、「情報の
収集・活用等に関する個人情報保護等の制約」が令和６年度の回答数を上回っている。

⚫ 令和６年度まで課題の上位10分類に含まれていなかった「情報の収集・活用等に関する個人情報保護等の制約」が
９番目に多くなった。

※全団体を対象に調査し、回答があった各自治体からの複数回答（3つ以内で複数回答可）をとりまとめたもの。
※上位10分類のみ個別に集計し、それ以外は「その他」へ集約している。「その他」には「実証や検証を行う連携先が見つからない」
等が含まれる。
※各年度の調査で該当する選択肢がなかったもの等は「-」で表記している。

総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和５年12月31日現在）
総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和６年12月31日現在）
総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和７年10月31日現在）
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担当課 お  AI      優先対  べ 業務課題 存在  

ど  う 業務 分野で 用で     明

AI 技術     こ  難  

何  取 組めば     明

   向け    進んでお ず課題  明

情報 収集  用等 関  個人情報保護等 制約

財 担当課 おけ 優先順位 低 

   

               

     

[設問２・３] AI の導入（実証実験
も含む）における課題（３つ以内
で複数回答可）【公表項目】

【回答対象】全団体



11地方自治体のAIの導入に向けた課題②

⚫ AIの導入における課題を自治体類型別（都道府県・指定都市・その他の市区町村）でそれぞれ経年比較すると以
下のとおりである。

⚫ その他の市区町村では「何から取り組めばいいのか不明」、「導入に向けた検討が進んでおらず課題が不明」の回答が
見られる。

その他市区町村指定都市都道府県

※全団体を対象に調査し、回答があった各自治体からの複数回答（3つ以内で複数回答可）をとりまとめたもの。
※上位10分類のみ個別に集計し、それ以外は「その他」へ集約している。「その他」には「実証や検証を行う連携先が見つからない」
等が含まれる。
※各年度の調査で該当する選択肢がなかったもの等は「-」で表記している。

総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和５年12月31日現在）
総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和６年12月31日現在）
総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和７年10月31日現在）
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[設問２・３] AI の導入（実証実験
も含む）における課題（３つ以内
で複数回答可）【公表項目】

【回答対象】全団体
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455
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380
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425

1,026

621
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419

413

386

224

173

124
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347

取 組む め 人材    

又  足    

取 組む め コ   高額であ  

 算 獲得    難  

RPA 技術     こ  難  

RPA      優先対  べ 業務課題 あ 

ど  う 業務 分野で

 用で     明

  効果  明

何  取 組めば     明

   向け    進んでお ず課題  明

参考     事例 少  

担当課    得 れ  

   

               

     

地方自治体のRPAの導入に向けた課題①

⚫ 「取り組むための人材がいない又は不足している」の回答が1,026件で最も多く、「取り組むためのコストが高額であり予
算を獲得するのが難しい」（621件）、「RPAの技術を理解することが難しい」（495件）の順に多かった。

総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和５年12月31日現在）
総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和６年12月31日現在）
総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和７年10月31日現在）

※全団体を対象に調査し、回答があった各自治体からの複数回答（3つ以内で複数回答可）をとりまとめたもの。
※上位10分類のみ個別に集計し、それ以外は「その他」へ集約している。「その他」には「実証や検証を行う連携先が見つからない」
等が含まれる。

[設問２・３] ＲＰＡの導入（実証
実験も含む）における課題（３つ
以内で複数回答可）【公表項目】

【回答対象】全団体



13地方自治体のRPAの導入に向けた課題②

⚫ RPAの導入における課題を自治体類型別（都道府県・指定都市・その他の市区町村）で経年比較すると以下のと
おりである。

⚫ その他の市区町村では「導入効果が不明」、「何から取り組めばいいのか不明」、「導入に向けた検討が進んでおらず課
題が不明」の回答が見られる。

都道府県 指定都市 その他市区町村

総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和５年12月31日現在）
総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和６年12月31日現在）
総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和７年10月31日現在）

■令和５年度 ■令和６年度  ■令和７年度
※全団体を対象に調査し、回答があった各自治体からの複数回答（3つ以内で複数回答可）をとりまとめたもの。
※上位10分類のみ個別に集計し、それ以外は「その他」へ集約している。「その他」には「実証や検証を行う連携先が見つからない」
等が含まれる。
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[設問２・３] ＲＰＡの導入（実証
実験も含む）における課題（３つ
以内で複数回答可）【公表項目】

【回答対象】全団体
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導
入
費
用

文字認識

年
間
運
用
費
用

チャットボット 音声認識

⚫ 導入費用は、いずれの分野においても1,000千円以下が大半となっている。

⚫ 年間運用費用は、いずれの分野においても2,000千円以下が大半となっている。

地方自治体のAIの導入費用・年間運用費用

総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和７年10月31日現在）

249

95

63

22

13

13

6

3

1

4

3

13

0

1-1,000

1,001-2,000

2,001-3,000

3,001-4,000

4,001-5,000

5,001-6,000

6,001-7,000

7,001-8,000

8,001-9,000

9,001-10,000

10,001-

     単位：千円

56

107

56

16

15

7

4

3

2

3

2

21

0

1-1,000

1,001-2,000

2,001-3,000

3,001-4,000

4,001-5,000

5,001-6,000

6,001-7,000

7,001-8,000

8,001-9,000

9,001-10,000

10,001-

     単位：千円

272

377

47

11

28

15

12

5

8

1

1

7

0

1-1,000

1,001-2,000

2,001-3,000

3,001-4,000

4,001-5,000

5,001-6,000

6,001-7,000

7,001-8,000

8,001-9,000

9,001-10,000

10,001-

     単位：千円

16

184

267

39

17

11

5

1

3

1

1

8

0

1-1,000

1,001-2,000

2,001-3,000

3,001-4,000

4,001-5,000

5,001-6,000

6,001-7,000

7,001-8,000

8,001-9,000

9,001-10,000

10,001-

     単位：千円

7

124

87

41

16

7

7

3

3

0

1

12

0

1-1,000

1,001-2,000

2,001-3,000

3,001-4,000

4,001-5,000

5,001-6,000

6,001-7,000

7,001-8,000

8,001-9,000

9,001-10,000

10,001-

     単位：千円

47

560

197

28

10

7

3

1

1

0

1

7

0

1-1,000

1,001-2,000

2,001-3,000

3,001-4,000

4,001-5,000

5,001-6,000

6,001-7,000

7,001-8,000

8,001-9,000

9,001-10,000

10,001-

     単位：千円

※ 「導入済」「実証中」と回答した団体を対象に調査し、回答があった各自治体からの複数回答をとりまとめたもの。
※導入費用はソフトウェア費用のほかに設定費や研修費、業務委託費等を含む

[設問 13] AI 導入（実証実験も含
む）コスト

[設問 14] 年間のランニングコスト 

【回答対象】
導入済、実証実験中

の団体



15地方自治体のRPAの導入費用・年間運用費用

導入費用 年間運用費用

⚫ 導入費用は「０円」の回答が最も多く、次いで「１円～1,000千円未満」の回答が多い。

⚫ 年間運用費用は「1,000千円～2,500千円未満」の回答が最も多く、次いで「2,500千円～5,000千円未満」の
回答が多い。

■令和５年度 ■令和６年度  ■令和７年度

総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和５年12月31日現在）
総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和６年12月31日現在）
総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和７年10月31日現在）

   

   

  

  

  

  

   

  

   

  

  

   

   

   

   

   

   

   

  

           

                 

                 

                  

          

     

  

   

   

   

  

  

  

   

   

   

  

  

  

   

   

   

  

  

  

           

                 

                 

                  

          

     

※ 「導入済」「実証中」と回答した団体を対象に調査し、回答があった各自治体からの複数回答をとりまとめたもの。

[設問 14] ＲＰＡ導入（実証実験も
含む）コスト

[設問 15] 年間のＲＰＡのランニン
グコスト（見込み） 

【回答対象】
導入済、実証実験中

の団体

4/2修正（リード文）



16地方自治体のAIの導入効果（業務改善）

分野別AI導入効果の主な例

導入機能 導入効果
導入市町村
の人口規模

音声認識
音声文字起こしシステムによる議事録作成で、議事録作成業務において年間5,770時間削減
（57.7%減）

3.9万人

文字認識 AI-OCRによる税収納業務の消込作業において年間1,200時間を削減（60％減） 3.9万人

チャットボット
HP上でのAIチャットボットによる住民からの問合せ対応により、年間55,306件に対応し1,930
時間の窓口業務時間を削減（30％減）

20.0万人

マッチング
AIによる保育施設利用調整事業の保育所入所調整業務において、年間680時間を削減
（80％減）

30.3万人

最適解表示
税滞納管理への判断支援AIを導入したことで、実証実験では財産調査業務において１件あた
りの調査判断時間を30分から３分に削減（90％減）、預金口座の判明数は８倍となり、年
間2,475時間削減

74.6万人

⚫ 人口規模によらず導入効果が出ており、人口規模が５万人に満たない自治体でも1,000時間を超える削減効果が
得られている事例も見られる。

（事例掲載団体）
人口は令和７年１月１日時点
①長崎県 長与町
②山形県 寒河江市
③兵庫県 伊丹市
④福島県 いわき市
⑤東京都 練馬区

「年間」の定義：
令和７年４月１日～令和８年
３月31日で、令和７年10月31
日までは実績値を、令和７年
11月１日以降は推計値を基に
回答を依頼しています。

総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和７年10月31日現在）

[設問 17] 導入効果の内容【公表項
目】

【回答対象】
導入済、実証実験中

の団体

※ 「導入済」「実証中」と回答した団体を対象に調査し、回答があった各自治体からの主な例。



17地方自治体のAIの導入効果（住民サービス向上）

分野別AI導入効果の主な例

導入機能 導入効果
導入市町村
の人口規模

音声認識

AIを使った住民税未申告者への申告勧奨および納税勧奨の自動案内により、住民税未申告者
又は滞納者に対する架電作業における架電対象者の拡充、職員の負担軽減を図れた。業務時
間は年間12,700時間削減でき、導入前では架電対象者に入れることができなかった者へ架電を
行えるようになった。

8.2万人

音声認識
音声認識・自動翻訳ソフトと透明ディスプレイを組み合わせたコミュニケーション支援により、窓口業
務において、耳が聞こえない・聞こえづらい方や外国人とのコミュニケーションを円滑化できた。

13.8万人

最適解表示
AIによるデマンド予約配車システムにより、運行している乗合タクシーにおいて、住民の移動ニーズに
即したデマンド運行が可能となり、運行時間を年間1,500時間以上削減したにもかかわらず乗合
タクシーの満足度が7.9％から72％に上昇した。

3.6万人

最適解表示
電力使用データを活用したAIでフレイル（高齢者の心身の虚弱状況）を検知するサービスで、独
居高齢者の介護予防把握業務において、戸別訪問の効率化を図ることができる。

36.6万人

数値予測
AIによる救急需要予測により、救急車の現場到着所要時間（平均）が前年度と比較し約15
秒短縮した。

13.5万人

⚫ AI導入により業務が効率化されるだけでなく、住民サービスの向上に寄与している事例も見られる。

総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和７年10月31日現在）

総務省様申し送り事項
これまで取り上げていない先
進的な事例や、定量的な効果
を記載している事例を中心に、
人口の偏りに配慮して取り上
げています。
前頁との事例の順番は、前項
の掲載方針決定後に修正いた
します。

（事例掲載団体）
人口は令和７年１月１日時点
①東京都 狛江市
②三重県 桑名市
③群馬県 玉村町
④愛知県豊橋市
⑤静岡県 焼津市

[設問 22]AI 導入により得られた効
果（業務削減時間）の活用に関す
る補足【公表項目】

【回答対象】
導入済、実証実験中

の団体

※ 「導入済」「実証中」と回答した団体を対象に調査し、回答があった各自治体からの主な例。
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RPA導入効果の主な例

導入業務概要・導入効果
導入市町村
の人口規模

・河川海岸等許可台帳システム入力業務において、年間3,300時間の削減（99％減）
・自動車税種別割継続検査確認業務において、年間1,400時間の削減（80％減）
・不動産取得税等納税通知書の並び替え業務において、年間1,000時間の削減（83％減）
・建設工事等入札参加資格申請情報入力業務において、年間990時間の削減（99％減）等

合計 年間26,128時間削減

都道府県

・住所異動データ入力業務において年間4,000時間（40.0%削減）
・証明書発行入力業務において年間2,400時間（66.7%削減）
・LINEセグメント配信未設定者一覧作成業務において年間196時間（98.0%削減）
・年金特徴死亡処理業務において年間120時間（83.3%削減）
・還付先口座入力業務において年間96時間（66.7%削減）等

合計 年間8,871時間削減

13.8万人

・マイナンバー発行情報のシステムへの入力作業において年間604.6時間を削減(40%減）
・戸籍法及び番号法改正に伴い住民記録システムに登録されている振り仮名を修正する作業において年間168.4
時間を削減（85％減）
・保育所入所関係業務の入園希望者の情報をシステムへ入力作業において年間120.7時間を削減（17％減）
・軽自動車の車両情報システムへの登録業務のシステムへの入力作業において年間112時間を削減（63％減）等

合計 年間1,887時間削減

3.8万人

⚫ 人口規模の大きい団体では合計数万時間の導入効果を得られた団体がある。

⚫ また、人口10万人未満の団体においても複数の業務へRPAを導入することで合計1,000時間を超える導入効果が
得られており、数百時間、数十％の効果があった事例もある。

総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和７年10月31日現在）

総務省様申し送り事項
これまで取り上げていない事
例として、都道府県・指定都
市・10万人以上の自治体にお
けるうち、削減時間の割合等
の回答もある自治体から選び
ました。

（事例掲載団体）
人口は令和７年１月１日時点
①愛媛県
②三重県 桑名市
③茨城県東海村

[設問 16] ＲＰＡの導入効果の内容 
【公表項目】

【回答対象】全団体

※ 「導入済」「実証中」と回答した団体を対象に調査し、回答があった各自治体からの主な例。
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実施中 実施予定なし 検討中

都道府県 1 43 3

指定都市 0 20 0

その他の市区町村 52 1,644 25

合計 53 1,707 28

RPAの共同利用の形式

RPAの共同利用での導入状況

幹事団体が一括して調達し、参加団体
にライセンスを付与

参加団体で仕様書等を統一し、
調達は各団体が実施

その他

都道府県 1 0 0

指定都市 0 0 0

その他の市区町村 15 34 2

合計 16 34 2

⚫ RPAの共同利用については、「実施中」と回答した団体が53件となり、「検討中」と回答した団体は28件となっている。

⚫ RPAの共同利用の形式としては「参加団体で仕様書等を統一し、調達は各団体が実施」との回答が最も多く、34件
であった。

※一つの自治体が複数のRPAを共同利用している場合も１件として集計

団体数（件）

団体数（件）

総務省情報流通行政局地域通信振興課「地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの実証実験・導入状況等調査」（令和７年10月31日現在）

※未回答団体は「実施予定なし」として集計

[設問 24] ＲＰＡの共同利用 【公
表項目】

[設問 26・27] 共同利用型の調達方
式を記入 【公表項目】
・ ＲＰＡを共同利用している場合
のみ回答してください。

【回答対象】全団体
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